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 In this study， there are many local cities that promote the transition to urban structure aiming at 

compactification centering on traffic bases such as stations as centralization of cities as measures to 

cope with the declining birthrate， aging population and population decrease in the future． In the 

city structure in Nagano-shi， the policy to make it compact， centering on transportation stations 

such as stations is shown． In implementing compact measures of urban areas such as site location 

optimization， it is necessary to clarify the distribution situation of urban function facilities and the 

moving forces area of visitors centering on the station， centering on the station as the base． 

Therefore， it aims to evaluate the setting of the base area considering the distribution of urban 

functions centered on the railway station in Nagano city and the migration behavior of visitors．                                                     
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１．ま え が き 
 

１－１ 本研究の背景と目的  

近年，モータリゼーションの発展により多くの地

方都市で市街地の外延化が進み人口密度が低下して

いる．少子高齢化時代の到来によって，さらに市街

地の低密度化の進行が懸念され，今後の人口減少が

進行し，このまま外延化が進むと，生活および経済

活動が維持できずに地域の衰退が進む恐れがある．

そこで公共交通拠点に都市機能施設を誘導し，人口

を集中させる，集約型都市構造形成に向けた計画策

定が多くの都市で行われている．具体的には，駅や

バスターミナルを拠点とした「歩いて暮らせるまち

づくり」が提唱されてきた．しかし，コンパクト化

が十分に進んでいない地方都市が多いのが現状であ 
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る． 

このような現状から，集約型都市構造の実現を目

指した立地適正化計画制度が都市再生特別措置法 1)

として改定され，都市機能誘導区域と居住誘導地域

が設定されることになった． 

具体的には，公共交通沿線へ住居を集約し医療福

祉施設等の都市機能を誘導する拠点エリアの設定が

必要だが，公共交通ネットワーク上のどこにどのよ

うな役割を持った拠点エリアを設定するかが課題と

なる．さらに都市集約化を推進するために，拠点エ

リアにおける都市機能施設の整備誘導効果を評価す

る必要があるがその効果は，都市機能施設を利用す

る人の行動によるものであるから，居住地から，ど

の範囲まで駅やバス停へアクセスしているか，ある

いは目的達成のために，それら交通拠点からどの範

囲の施設まで移動したかを確認する必要がある． 

１－２ 既往研究と本研究の枠組み 

集約型都市構造の形成手法における既往研究とし

て，高橋・出口ら 2）は集約型都市構造の形成におけ

る費用便益評価をマクロ的に行っている．佐藤・森

本ら 3)は集約型都市の規模と都市基盤の維持管理費

の関係を明らかにしている．猪八重・永家ら 4）は道
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路網と建物集積の関係を明らかにした．しかし，集

約型都市構造を形成するうえで必須である拠点エリ

アの設定について検討された研究は少ないのが現状

である．また成沢，風間ら 5)，6)は，集約型都市構造

を形成するうえで重要な交通拠点の集客力およびそ

の勢力圏を解明し，アクセシビリティ指標による勢

力圏の集客力を検証している．しかし長野市内の一

部の駅のみの評価であり，長野市を集約化するため

の公共交通による交流軸上の拠点の評価には不十分

である． 

そこで本研究では長野市内の鉄道駅すべてを対象

とし，駅を拠点として形成されるトリップに基づい

た勢力圏の都市機能施設の立地状況を探ることで，

各都市効能施設アクセシビリティを明らかにする． 

以上より本研究は，駅を中心に行われるトリップ

を考慮した拠点エリアの移動勢力圏を設定し，回遊

性の向上につながる要因として移動勢力圏内の都市

機能施設分布を明らかにする．具体的な研究の流れ

は以下のとおりである． 

①手段別アクセス・イグレス勢力圏では，PT 調

査を用いて移動手段別のアクセス・イグレス駅勢力

圏を算定し，駅を中心とした交通拠点で形成される

回遊トリップによる勢力圏にはどのような特徴があ

るのかを探る． 

②勢力圏における集客力アクセシビリティでは，

算定した勢力圏を用いて当該駅と都市機能施設の近

接性を評価する． 
 

２．調査方法 
 

２－１ 分析対象地域 

分析対象地域は，図 1に示すように長野市を通る

ＪＲおよび北しなの線と長野電鉄の各駅とする．具

体的には，豊野駅・三才駅・北長野駅・長野駅・安

茂里駅・川中島駅・今井駅・篠ノ井駅（以上 JR およ

び北しなの線），柳原駅・附属中学前駅・朝陽駅・

信濃吉田駅・桐原駅・本郷駅・善光寺下駅・権堂駅・

市役所前駅（以上長野電鉄）である．長野市では，

都市マスタープラン 7）においてこれらの駅を広域交

流拠点・地域拠点・生活拠点の 3つに分類している． 

長野市都市マスタープランに基づき，本研究も広

域交流拠点は長野駅とした．広域交流拠点は「中心

市街地を核とした高次の広域的都市機能の集積」と 

機能分類されている． 

地域拠点は北長野駅・篠ノ井駅とした．地域拠点

は，「広域拠点に次ぐ機能を分担し，地域の自然・

歴史・文化を活かした生活と交流のための都市機能

の集積」と機能分類されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 分析対象地域 

 

表 1  拠点分類 

 広域交流拠

点 

地域拠点 生活拠点 

JR 

北しなの線 
長野駅 

北長野駅・篠

ノ井駅 

豊野駅・三才

駅・安茂里

駅・川中島

駅・今井駅 

長野電鉄 

市役所前

駅・権堂駅・

善光寺下駅 

信濃吉田駅 

本郷駅・桐原

駅・朝陽駅・

附属中学前

駅・柳原駅 

 

表 2 PT 調査項目 

表 3 GIS 調査項目 

 

生活拠点は，広域交流拠点・地域拠点以外の鉄道

駅とした．豊野駅・三才駅・安茂里駅・川中島駅・

今井駅である．生活拠点は，「地域ごとに「生活の

質」を高め，生活と密着したサービスを提供する都

市機能の集積」と機能分類されている． 

また長野電鉄の各駅については善光寺下駅・権堂

駅・市役所前駅を広域交流拠点，信濃吉田駅を地域

拠点，柳原駅・附属中学前駅・朝陽駅・桐原駅・本 

郷駅を生活拠点として分析を進めることとする． 

利用目的 PT 調査項目 

代表手段の 

分類 

徒歩 

二輪車（自転車・原動機付自転車） 

自動車（マイカー・タクシー・バス） 

移動距離算出 該当駅から小ゾーン重心までの直線距離 

利用目的 GIS 調査項目 

施設分布 

の把握 

市町村役場及び公的集会施設 

{平成 22 年データ} 

公共施設（官公署，学校，病院，郵便局，社

会福祉施設等）{平成 25 年データ} 

商業施設{平成 24 年データ} 
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２－２ 調査項目と調査方法 

駅を中心とした居住地から駅までのアクセス距離，

駅から都市機能施設までのイグレス距離および移動

手段を明らかにするために PT 調査データを用いた． 

本研究は PT 調査における代表手段分類に従い，手

段を 4つに分けて集計した．回遊行動においては多

数の手段を複雑に使用しているが，PT 調査データに

基づき，移動中に最も移動距離の長かった手段を代

表手段とした．ただし，バス利用に移動が少ない駅

に関しては自動車利用に含めて集計した．主要幹線

道路に基づく距離測定を行うことから対象施設が立

地している小ゾーン内にある国道交差点やそれらが

無いゾーンでは支所等公共施設を当該小ゾーンの重

心とし，重心から当該駅までの所要時間と移動手段

の平均速度から距離を算出した． 

また，施設分布状況を把握するために GIS を用い

た．それぞれの調査項目を以下の表 2，表 3に示す．

「市町村役場及び公的集会施設」と「公共施設」デ

ータは国土地理院から提供されているものを，「商

業施設」データはポリゴンデータ 8)を用いた． 
 

３．交通拠点における手段別アクセス・ 

イグレス勢力圏 
 

３－１ アクセス・イグレス勢力圏の算定方法 

本研究では，アクセス・イグレスを以下のように

定めた． 

・アクセス・・・自宅から駅までの 1トリップ 

・イグレス・・・駅から都市機能施設へ立ち寄る回

遊行動および帰宅行動 

 アクセスは当該駅までの移動とし，鉄道を利用し

他の駅に向かう行動を対象とした． 

 イグレスは，他の駅の拠点エリアから鉄道を利用

し，当該駅で降車し，拠点エリアで行われる回遊行

動を対象とした． 

本研究では，自宅から駅へ向かうアクセス勢力圏，

当該駅から市街地を巡る範囲を考慮したイグレス勢

力圏を以下のような手順で算定した． 

ステップ 1． PT 調査の個人行動実態データから自

宅および回遊行動によって立寄った施設の小ゾーン

番号を抽出する． 

ステップ 2． 居住地が立地している小ゾーンの重心

から利用する駅までのアクセス距離を，二地点間の

直線距離でそれらの座標差から算出する．また，降

車駅からの回遊行動により立ち寄った施設が立地す

る小ゾーンの重心と当該駅までのイグレス距離を，

アクセス距離と同様に算出する． 

ステップ 3． 算出したアクセスおよびイグレス距離

は，有意水準を 0．05 としたスミルノフ・グラブス

検定を適用し，外れ値を除外した． 

ステップ 4． 以上の手順で得られた当該駅のアクセ

ス・イグレス移動距離の最大値と最小値を当該手段

の勢力圏とする． 

３－２ アクセス・イグレス移動勢力圏の算定 

前節の手順にて JR・北しなの線および長野電鉄の

各駅のアクセスおよびイグレス勢力圏を算出した結

果を表 4，5 に示す．なお，PT 調査データから抽出

できなかった手段を斜線で，データ数が少ないため

に，二輪車を徒歩に統合した箇所をレ点，路線バス

を自動車に統合した箇所に＊印を付した．当該各駅

の勢力圏を考察する． 

(a)アクセス勢力圏について 

広域交流拠点と位置づけられる JR および北しな

の線長野駅のアクセス勢力圏は，徒歩，二輪車利用

ともに他の拠点駅の勢力圏よりも広く，自動車利用

による勢力圏も比較的広いことがわかる．長野駅は

長野都市圏の核として，鉄道の運行本数が多く，規 

 

表 4 手段別勢力圏（JR および北しなの線） 

 

 

 

 

 

 

表 5 手段別勢力圏（長野電鉄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：メートル) 
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模の大きなバスターミナルも隣接しているため，長

野駅周辺のみならず，郊外および中山間地域からも

長野駅にアクセスしている．これは駐輪場および駐

車場も駅に隣接していることも影響していると考え

られる．長野電鉄で広域交流拠点に位置づけられて

いる市役所前駅，権堂駅は，徒歩および自動車の勢

力圏が広く，善光寺下駅は二輪車および自動車が他

の長野電鉄拠点駅よりも広いことがわかる． 

地域拠点として位置づけられる JR および北しな

の線北長野駅は自動車利用が比較的広く，篠ノ井駅

は二輪車が比較的広い．いずれも長野駅と比較して

も勢力圏が狭く，生活および経済活動もそれぞれの

拠点駅を中心にコンパクトにまとまっている．長野

電鉄信濃吉田駅も電鉄広域交流拠点と比較すると勢

力圏は狭く，やはりコンパクトにまとまっていて，

生活拠点的な役割を果たしている．いずれも広域交

流拠点に近接していて長野駅にアクセスしやすいが，

とくに多くの移動手段が集中しているわけではない

ことがコンパクト化の原因と考えられる． 

JR および北しなの線沿線の生活拠点として位置

づけられる駅は徒歩および二輪車ともに４㎞が最大

であるが，自動車利用が 20 ㎞を超える駅も存在する．

長野電鉄沿線拠点駅では，徒歩および二輪車ともに

2～3㎞であるが，自動車は 6㎞を超える駅も存在し

ている．自動車利用により市街地が延伸している状

況が見て取れる． 

(b)イグレス勢力圏について 

長野駅の徒歩によるイグレス勢力圏は，アクセス

勢力圏の約半分の 2km 程度であった．また，他の拠

点駅と比較しても狭い方であった．「買物」「通勤・

通学」目的の行動が多かったが，中心市街地および

その周辺に目的地となる商業施設および勤務地が立

地していることが原因と考えられる．二輪車はアク

セス勢力圏と同程度の広さであり，他の拠点駅と比

較しても広い方であった．一方，自動車勢力圏は最

も広かった．路線バス勢力圏では，最小値が 400 メ

ートル程と狭かったが，これは中心市街地に循環型

バスが運行していて駅から目的地へ移動しやすいた

めと考えられる．市役所前，権堂駅前の徒歩圏は，

長野電鉄拠点駅の中で最も狭く，アクセス勢力圏と

比較すると約 1km も狭くなっていることから，これ

ら駅は目的地に近接していることがうかがえる．た

だし，自動車による勢力圏は 10km 以上で，アクセス

同様に勢力圏は広かった．善光寺下駅は駅を最寄り

とする学校が約 4km 以内に点在しており通学者が多

く利用するためイグレス勢力圏がアクセス勢力圏よ

り広くなったと考えられる． 

地域拠点である北長野駅の徒歩圏は，広域拠点よ

りも広く，都市機能施設の立地分布はまばらに広が

っていることが原因と考えられる．二輪車でのイグ

レス行動の目的の多くは「通学」であり，近隣にあ

る高校への通学行動であると考えられる．北長野駅

は居住地が駅周辺およそ 3km 以内にあり，通学行動

が多いことから通学の拠点駅としての機能を有して

いると考えられる．しかしながらいずれの手段もア

クセス勢力圏よりも狭い．一方，篠ノ井駅は二輪車，

自動車勢力圏ともにアクセス勢力圏よりもイグレス

勢力圏の方が広く，居住地よりも業務に関する都市

機能施設が分散していることが想定できる．信濃吉

田駅のイグレス勢力圏も，同様の傾向であった． 

生活拠点に属する多くの駅ではアクセス徒歩勢力

圏よりイグレス徒歩勢力圏の方が広くなった．駅周

辺には居住地が様々な方向に広く分散し，さらに駅

から遠方に公共施設・商業施設が立地していること

が原因である． 

JR および北しなの線と長野電鉄の勢力圏を比較

すると，アクセス・イグレス距離ともに長野電鉄の

最大値の方が狭い傾向にある．JR および北しなの線

に比べて長野電鉄は駅間の距離が短く，より都市機

能施設が集積している箇所を走行していることが要

因と考えられる． 
 

４．勢力圏における集客力アクセシビリティ 
 

４－１ アクセシビリティ指標の構築 

本研究では交通拠点に対する都市機能施設立地の近

接性を評価するため，移動勢力圏内の都市機能施設

集客アクセシビリティとして，居住地アクセシビリ

ティ・公共施設アクセシビリティ・商業集積アクセ

シビリティの 3つの指標を算出した．それぞれのア

クセシビリティ(以下，AC)の対象となる施設は以下

の表 6に示す． 

(1) 居住地 AC 指標 

居住地は，交通拠点を中心とした勢力圏内に不均

一に立地しているが，詳細な立地分布データは不明 

表 6 各アクセシビリティの対象施設 

AC 対象施設 

居住地 AC 

居住人口 

(戸建て住宅，アパート，マンション等，

勢力圏域内の人口数) 

公共施設 AC 

公共施設 

（市町村役場・官公署・学校・病院・

社会福祉施設等） 

商業集積 AC 

商業施設 

(デパート，スーパー，生鮮食料品店，

飲食店，コンビニ，各種販売店等) 
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のため，居住地は勢力圏内に一様に分布している

と仮定する．この仮定を踏まえたうえで，駅から勢

力圏半径の平均値を居住地までの距離とする．ここ

では勢力圏内の居住人口を上記の距離で除したもの

を居住地ACとした．居住地AC算定式を式(1)に示す． 

 

                          (1)     

 

ここで，s：交通拠点(駅)番号(s=1，2，…，S)，

Ar，s：交通拠点 sにおける居住人口 AC(人/m)，m：手

段番号(m=1，2，…，M)，Ps，m：交通拠点 s における

手段 m の勢力圏内の人口，Rs，m：拠点 s における手

段 mの勢力圏内の平均移動距離． 

(2) 公共施設 AC 指標 

 当該交通拠点駅から各公共施設までの距離の逆数

の総和を公共施設 AC と定義した．これにより，公共

施設がどの程度駅に近接して立地しているかの目安

となる．公共施設 AC 算定式を式(2)に示す． 

 

 

                                         (2) 

      

ここで，s：交通拠点(駅)番号(s=1，2，…，S)，

Ap，s：交通拠点 s における公共施設 AC(1/m)，m：手

段番号(m=1，2，…，M)，f：手段別勢力圏内の施設

番号(f=1，2，…，F)，Ls，m，f：交通拠点 s における

手段 mによる施設 fまでの移動距離． 

(3) 商業施設 AC 指標 

商業施設は，商店街単位のポリゴンデータであり，

商業集積の重心は与えられているが，個々の店舗位

置まではデータに示されていない．これを踏まえた

上で，駅から商店街までの距離は，移動勢力圏内の

商業集積の重心までとする．すなわち，商業集積内

の店舗数を駅から重心までの距離で割ったものを商

業集積アクセシビリティとした．これにより，当該

駅の勢力圏内に立地する店舗数の近接性が評価でき

る．商業施設 AC 算出式を式(3)に示す． 

 

                 (3)             

 

ここで，s：交通拠点(駅)番号(s=1，2，…，S)，

Ac，s：交通拠点 sにおける商業施設 AC(数/m)，m：手

段番号(m=1，2，…，M)，Ns，m，d：交通拠点 s におけ

る手段 mの勢力圏内の商店街 dの店舗集積数，Gs，m，

d：拠点 sにおける手段 mの勢力圏内の商店街 d商業

集積重心までの移動距離，d：手段別勢力圏内の商店

街番号(d=1，2，…，D) 

 

４－２ 手段別アクセス・イグレス勢力圏の 

居住人口・公共施設・商業施設 AC 
 

(1) アクセス行動に基づく居住地 AC 

居住地 AC 値を図 2に示す．当該駅に対する居住地

の近接性を評価する居住地 AC 値は，広域交流拠点の

長野駅が最も大きく，ついで地域拠点の信濃吉田駅，

北長野駅，篠ノ井駅が大きかった，とくに長野電鉄

地域拠点である信濃吉田駅は広域交流拠点の市役所

前，権堂，善光寺下の 3つの駅よりも大きな値とな

っている． 

長野駅はとくに徒歩および二輪車のアクセシビリ

ティ値が大きい．中心市街地内およびその周辺にマ

ンションなどの居住地が集積していることが要因の

一つと考えられる．市役所前，権堂駅も徒歩による

AC 値が大きい．一方，長野電鉄善光寺下駅では駅か

ら居住地が中心市街地周辺に分布していて二輪車で

のアクセスが多い．長野電鉄の広域交流拠点は自動

車による AC 値が大きく，遠方からのアクセスが多い

ことが特徴である． 

北長野駅は二輪車による AC 値が大きいが，駅周辺

には商業施設が集積し，居住地はその周辺に分布し

ていることが要因である．篠ノ井駅は，駅周辺に商

業施設が集積していて，居住地は郊外に広がってい

ることから，徒歩・二輪車・自動車ともに AC 値は高

くない．信濃吉田駅は，中心市街地に隣接していて，

北長野駅よりも居住地域に近い路線である．駅の北

側にも住宅地区が広がっているため，徒歩および二

輪車の AC 値が大きい． 

JR・北しなの線の生活拠点 AC 値は全般的に低い．

生活拠点と位置づけられているが，安茂里駅以外は，

居住地が駅周辺に点在している．またマンションな

どの集合住宅がないことも原因である．二輪車利用

だけでなく，自動車による送迎も移動手段として割

合が高い．一方，長野電鉄の生活拠点駅は，JR・北

しなの線の生活拠点駅よりもアクセス AC 値が大き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 駅別居住地 AC 
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い．長野電鉄の路線は住居地域に隣接していて，駅

間距離も短く，駅へのアクセス距離が短いためと考

えられる．ある程度駅から離れていても，長野電鉄

駅には駐輪場も設置されていて二輪車によるアクセ

ス AC 値が大きい．自動車による AC 値も比較的大き

いが，駅周辺に駐車場はないので，送迎による自動

車利用アクセスと考えられる． 

(2) イグレス行動に基づく公共施設 AC 

公共施設 AC 値を図 3に示す．駅を降車し，公共施

設へのイグレス行動に関する公共施設の近接性を

AC 値により評価する．公共施設 AC 値は広域交流拠

点の長野駅が最も大きく，ついで地域拠点の北長野

駅が大きいが，一方，篠ノ井駅は生活拠点と変わら

ない大きさであった．長野電鉄は広域交流拠点の善

光寺下，生活拠点の本郷駅 AC 値がとくに大きいほか，

朝陽駅以外は，いずれも JR・北しなの線生活拠点で

最大の AC 値を有する豊野駅と同等以上の数値を示

していた． 

長野駅は，居住地 AC と異なり，自動車，バスによ

る AC が大きいことから，駅から比較的遠方に公共施

設が立地していることがわかる．特徴としてバス移

動による AC が高いため，立地している公共施設にバ

ス路線が形成されていることがわかる．一方，市役

所前，権堂，善光寺下駅は徒歩，自動車による AC

が大きいことから，公共施設は長野電鉄沿線に隣接

して立地しているか，自動車利用の利便性が高いエ

リアに立地している．とくに，善光寺下駅からのト

リップ目的は｢通学｣が多く，交通拠点周辺の徒歩勢

力圏内には学校や施設が多く点在していることが図

のような結果になったと考えられる． 

北長野駅は，駅に近接して支所・病院・コミュニ

ティセンターなどが立地しているなど，駅周辺に公

共施設が立地しているため徒歩による公共施設 AC

値が高くなっている．一方，信濃吉田駅は住宅地に

隣接しているが，公共施設は住宅地から少し離れた

場所に立地しているため，二輪車や自動車による AC  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 駅別公共施設 AC 

値が高いことがわかる． 

生活拠点では，豊野，三才，安茂里駅で AC 値が比

較的高く，徒歩・自転車で移動できる位置に立地し

ている．豊野は平成 17 年に合併した町であったため，

駅周辺にコンパクトに公共施設が立地していること

が原因と考えられる．三才駅をはじめ，他の交通拠

点駅の自動車による AC 値が高い．これは，公共施設

は生活上必ず利用される施設も多く，必ずしも駅周

辺に隣接していなくても，自動車利用によって公共

施設に来訪しているためと考えられる．長野電鉄で 

の生活拠点は，徒歩あるいは自転車による AC 値が高

いため，路線沿線に隣接して公共施設が立地してい

ることがわかる．しかしながら，三才駅と同様の理

由で自動車による AC 値が高いのが，公共施設 AC の

特徴である． 

(3) イグレス行動に基づく商業施設 AC 

商業施設 AC 値を図 4に示す．各駅から商業施設へ

のイグレス行動に関する商業施設の近接性を AC 値

により評価する．広域交流拠点である長野駅，市役

所前，権堂駅の AC 値がとくに大きいことから，交流

拠点駅に近接した中心市街地に商業施設が集積して

いる状況を確認することができる． 

同じ広域交流拠点に位置づけられていてもそれぞ

れの駅で異なる特徴を有している．長野駅および市

役所前駅は徒歩による AC 値が高いことがわかる．権

堂駅は徒歩だけではなく，自転車，自動車による移

動が多くなる可能性が高いことがわかる．善光寺下

駅は徒歩に関しては長野電鉄広域交流拠点駅の中で

商業施設 AC 値が最も低く，商業集積に隣接して立地

しているとはいえないことがわかる．AC 値から地域

拠点的な用途に類似していることがわかる． 

北長野駅，篠ノ井駅，信濃吉田駅の AC 値は，広域拠

点とは大きな差があることがわかる．これは商業施

設の立地数が影響していることが原因である． 

生活拠点は，安茂里，本郷，桐原駅のように長野

駅に近接している駅以外は AC 値が大幅に落ち込む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4  駅別商業集積 AC 
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ことがわかる．広域拠点，地域拠点から遠方に位置

する駅ほど AC 値が低くなっている． 
 

５． お わ り に 
 
(1) 移動勢力圏から得られた知見と考察 

1) 徒歩によるアクセス勢力圏は，多くの公共交通路

線が乗り入れる広域交流拠点駅が最も広く，地域拠

点駅，生活拠点駅ほど狭く，コンパクトにまとまっ

ている． 

2) 広域交流拠点駅の徒歩によるイグレス勢力圏は，

アクセス勢力圏よりも狭く，公共施設・商業施設が

拠点駅に近接して立地していることが影響している． 

3) 自動車利用の勢力圏は，アクセス・イグレス距離

ともに 10km を超える拠点駅が存在する．自動車利用

により市街地が遠心している現象が確認できた． 

4) 手段別アクセス勢力圏は居住誘導地域を，手段別

イグレス勢力圏は都市機能誘導区域を検討する上で

有効な指標である． 

(2) 移動勢力圏内 AC 値から得られる知見と考察 

1) 広域交流拠点駅ほど徒歩による AC 値が高い．市

街地再開発によりマンション等の集合住宅が増加し

たことが要因と考えられる． 

2) 公共施設 AC 値は，他の AC 値と比較し，自動車利

用が高い．公共施設は生活するうえでの必要性に利

用頻度が左右されるため，拠点駅から遠方であって

も自動車を利用して来訪するケースも多いことが原

因している． 

3) 商業施設 AC 値は，広域交流拠点と地域拠点・生

活拠点では大きな差がある．商業施設が広域交流拠

点により多く集積しているためである． 

4) AC 値は各拠点駅を中心に都市機能施設が集約さ

れているか検証する指標として有効である． 
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